
令和 4年度第 1回帯広市地域自立支援協議会就労・社会活動部会 及び 

十勝障がい者就業・生活支援センターだいち 令和 4年度第 1回地域就労 

支援連絡会議 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8/31（水）に令和 4年度第 1回帯広市地域自立支援協議会就労・社会活動部会及び十勝障がい者就業・生活

支援センターだいち令和 4年度第 1回地域就労支援連絡会議（以下、合同会議）を開催いたしました。 

コロナ感染対策ならびに多くの皆様に参加していただけるように会場参加と ZOOM参加によるハイブリッド

開催とし、当日は福祉サービス、行政機関、教育機関、企業などの関係機関より 100名を超える方々に参加

いただきました。 

 

十勝管内 19市町村における、就労支援・障がい者雇用

の情報共有・提供、理解促進を目的に開催しております。

帯広市と当センターが共同で行うことにより、幅広い対

象者に参加いただけるようになり、十勝管内の現状や課

題を一同に会して共有できる場になっています。 

合同会議とは 

 

帯広市は第六期帯広市障害福祉計画において、就労支援 

の強化を重点項目の 1つとして位置づけており、“福祉就 

労（就労系福祉サービス）から一般就労（一般企業での就 

職）への移行者数”等を成果目標にしています。しかし、 

一般就労への移行者数の停滞や、帯広市内の法定雇用率 

達成企業割合が 49.6％という現状があります。 

 

 

そのような現状を受けて、帯広市はこれまでの取り組みに加えて、今年度 7月から新たに『障害者雇用理解促

進事業（下記、イメージ図を参照）』を開始しております。この事業は、企業における障がい者雇用の不安解消・

理解促進と、雇用先となる企業の拡大・就労定着を図ることを目的としており、ハローワーク帯広・帯広市・社

会福祉法人慧誠会が連携して、①成功事例集の作成・②企業訪問の実施・③職場体験のコーディネート・④就

職マッチング支援を行っていきます。まだまだ動きだしたばかりの事業ですが、今後の動向に期待が高まる内

容でした。 

 

第 1部 帯広市の就労支援に関する取り組み 

今回の合同会議では、第 1部にて十勝管内の障がい者雇用や就労支援の現状を受けて、新たに始まる帯広市

の取り組みの説明を行い、第 2部ではこれからますます障がい者雇用が活発になっていくことが予想される

ことから障がい者雇用に関心のある方々に幅広く知っていただきたい内容として、就労支援において大切な

アセスメントをテーマにした講演を行いました。それぞれの内容については、下記をご参照ください。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構北海道支部 北海道 

障害者職業センター 障害者職業カウンセラー 高橋竜一氏、紺野友也 

氏をお招きし、『障がい者雇用における企業の視点の理解』や『障がい 

特性（発達・知的・精神）』をはじめ、アセスメント（評価・分析・予測）等 

についてのご講演をいただきました。 

 

障がいをお持ちの方と仕事のマッチングや職場定着の確率を高めるためのポイントとして、特にアセスメン

トについて重点的にお話をしていただきました。指示したことができない、時間内に仕事が終わらないとい

った結果だけで判断するのではなく、結果の背景にある課題や特性を探ることが大切というお話は基本的

なこととは分かりつつも、実際の雇用や就労支援の場面で忘れがちなことではないでしょうか。 

90分の講演でしたが、複数の実践事例や事例にまつわる個人ワークを混じえていただいたことで、障がい

をお持ちの方との関わりの経験が少ない方やこれから障がい者雇用に携わる予定の方も含めて、幅広い

方々に活用いただける内容でした。また、実践的な支援方法やナビゲーションブック等のツールの紹介もあ

り、今後の就職時のマッチングや職場定着を目指す際の支援の参考になりました。 

第 2部 講演 アセスメント～マッチングまでのアプローチ方法 

 

今年度も帯広市と当センターの活動へのご理解とご協力をいただき、ありがとうございます。今回の部会で

は、昨年度までの十勝・帯広における障がい者雇用の実情をふまえ、行政機関が主導となった企業への新た

な取り組みについて発表させていただきました。また、当センターからも求職者や就労系福祉サービス、企

業への後押しができるように雇用促進・就労定着プロジェクトや就労系福祉サービス事業所検討会等の有

志が研鑽し合う場についても情報提供させていただきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

障がいをお持ちの方の就労支援をご本人と企業のニーズに沿って進めていく為にも、今後も私達の暮らす

地域における課題を広く共有し、皆様との連携強化に努めていきます。 

後記 


